
宮城県農産物等輸出拡大施設整備事業交付金交付要綱の一部を改正する要綱 

宮城県農産物等輸出拡大施設整備事業交付金交付要綱（平成 28年 2月 16日施行）の一部を次のように改正する。 

改正後 現行 

宮城県農産物等輸出拡大施設整備事業交付金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１ 県は，農産物等輸出拡大施設整備事業交付金交付等要綱（令和４年１２月７日付け４農産第３４６７

号農林水産事務次官依命通知）（以下「国要綱」という）＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿，強い農業づくり総合支援交付金の費用対効果分析の実施について（令

和４年４月１日付け３新食第２０８７号農林水産省総括審議官（新事業・食品産業），３農産第２８９６

号農林水産省農産局長，３畜産第１９８９号農林水産省畜産局長通知），強い農業づくり総合支援交付金

のうち産地基幹施設等支援タイプ等の交付対象事業事務及び交付対象事業費の取扱いについて（令和４年

４月１日付け３新食第２０８８号農林水産省総括審議官（新事業・食品産業），３農産第２８９７号農林

水産省農産局長，３畜産第１９９１号農林水産省畜産局長通知）及び農産物等輸出拡大施設整備事業の配

分基準について（令和４年１２月７日付け４新食第１９３５号大臣官房総括審議官（新事業・食品産業），

４農産第３４６９号農産局長通知）＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿に基づき，事業実施主体が行う

農産物等輸出拡大施設整備事業による対策事業に要する経費について，間接補助事業者等にあっては当該

間接補助事業者等の主たる所在地の市町村に，それ以外の事業実施主体にあっては当該事業実施主体に対

し，予算の範囲内において交付金を交付するものとし，その交付等に関しては，補助金等交付規則（昭和

５１年宮城県規則第３６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか，この要綱の定めるところによ

る。 

 

第２～第３ 略 

 

（交付の申請） 

第４ 規則第３条第１項の規定による交付金交付申請書の様式は，別記様式第１号によるものとし，その提出期

限は知事が別に定める日とする。 

２ 前項の交付金交付申請書を提出しようとする者は，当該交付金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額（交

付対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち，消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に

規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定

による地方消費税額との合計額に充当率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合は，これを減額し

て申請しなければならない。ただし，申請時において当該消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかでない

場合にあっては，この限りでない。 

３ 規則第３条第２項の規定により交付金交付申請書に添付しなければならない書類は，次のとおりとする。 

  （１） 事業計画（別記様式第１号別添１） 

  （２） 施設設置等にあっては実施設計書 

 （３） 暴力団排除に関する誓約書（別記様式第１号別添２） 

 （４） 納税証明書（全ての県税） 

 （５） 市町村にあっては，交付金の交付に関する規則等 

 （６） その他知事が必要と認める書類 

４ 交付決定前に着手する場合にあっては，事業実施主体はあらかじめ市町村長または知事の適正な指導を受け 

た上で，その理由を明記した交付決定前着手届（別記様式第９号）により，知事に提出するものとする。 

 

（交付の条件） 

宮城県農産物等輸出拡大施設整備事業交付金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１ 県は，農産物等輸出拡大施設整備事業実施要綱（平成２８年１月２０日付け２７生産第２３９３号農

林水産事務次官依命通知）（以下「国実施要綱」という），農産物等輸出拡大施設整備事業実施要領（平成

２８年１月２０日付け２７食産第４８２３号農林水産省食料産業局長，２７生産第２３９５号農林水産省

生産局長，２７政統第４９２号農林水産省政策統括官通知）（以下「国実施要領」という），農産物等輸出

拡大施設整備事業交付要綱（平成２８年１月２０日付け２７生産第 ２３９４号農林水産事務次官依命通

知）（以下「国交付要綱」という），強い農業づくり総合支援交付金の費用対効果分析の実施について（令

和４年４月１日付け３新食第２０８７号農林水産省総括審議官（新事業・食品産業），３農産第２８９６号

農林水産省農産局長，３畜産第１９８９号農林水産省畜産局長通知），強い農業づくり総合支援交付金のう

ち産地基幹施設等支援タイプ等の交付対象事業事務及び交付対象事業費の取扱いについて（令和４年４月

１日付け３新食第２０８８号農林水産省総括審議官（新事業・食品産業），３農産第２８９７号農林水産省

農産局長，３畜産第１９９１号農林水産省畜産局長通知）及び農産物等輸出拡大施設整備事業の配分基準

について（平成２８年１月２０日付け２７食産第４８２４号農林水産省食料産業局長，２７生産第２３９

６号農林水産省生産局長，２７政統第４９３号農林水産省政策統括官通知）に基づき，事業実施主体が行

う農産物等輸出拡大施設整備事業による対策事業に要する経費について，間接補助事業者等にあっては当

該間接補助事業者等の主たる所在地の市町村に，それ以外の事業実施主体にあっては当該事業実施主体に

対し，予算の範囲内において交付金を交付するものとし，その交付等に関しては，補助金等交付規則（昭

和５１年宮城県規則第３６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか，この要綱の定めるところによ

る。 

 

第２～第３ 略 

 

（交付の申請） 

第４ 規則第３条第１項の規定による交付金交付申請書の様式は，別記様式第１号によるものとし，その提出期

限は知事が別に定める日とする。 

２ 前項の交付金交付申請書を提出しようとする者は，当該交付金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額（交

付対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち，消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に

規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定

による地方消費税額との合計額に充当率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合は，これを減額し

て申請しなければならない。ただし，申請時において当該消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかでない

場合にあっては，この限りでない。 

３ 規則第３条第２項の規定により交付金交付申請書に添付しなければならない書類は，次のとおりとする。 

  （１） 事業計画（別記様式第１号別添１） 

  （２） 施設設置等にあっては実施設計書 

 （３） 暴力団排除に関する誓約書（別記様式第１号別添２） 

 （４） 納税証明書（全ての県税） 

 （５） 市町村にあっては，交付金の交付に関する規則等 

 （６） その他知事が必要と認める書類 

４ 交付決定前に着手する場合にあっては，事業実施主体はあらかじめ市町村長または知事の適正な指導を受け

た上で，その理由を明記した交付決定前着手届（別記様式第８号）により，知事に提出するものとする。 

 

（交付の条件） 



第５ 規則第５条の規定により付する条件は，次のとおりとする。 

（１） 交付事業の内容の変更又は交付事業に要する経費の配分の変更をする場合においては，別記様式第２

号により知事の承認を受けること。ただし，別表の重要な変更の欄に掲げる以外の軽微な変更にあっ

ては，この限りでない。 

（２） 事業を中止し，又は廃止する場合においては，別記様式第３号により知事の承認を受けること。 

（３） 事業が予定期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には，別記様式第４号により

速やかに知事に報告してその指示を受けること。 

 

（事業遂行状況報告） 

第６ 規則第１０条の規定による報告は，交付金の交付決定のあった年度の１２月３１日現在において，別記様

式第５号により作成し，当該年度の１月１５日までに知事に提出しなければならない。ただし，別記様式第７

号（概算払請求）をもってこれにかえることができる。 

２ 知事が前項に定める時期のほか，交付金事業の円滑適正な執行を図るため必要があると認めるときは，事業

実施主体に対して当該交付金の遂行状況報告書を求めることができる。 

 

（実績報告） 

第７ 規則第１２条第１項の規定による交付金事業実績報告書の様式は，別記様式第６号によるものとする。 

２ 第４第２項ただし書の規定により交付金の交付申請をした者は，前項の補助事業実績報告書を提出するに当

たり，当該交付金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかになった場合は，これを当該交付金から

減額して報告しなければならない。 

３ 規則第１２条第１項の規定により交付金事業実績報告書に添付しなければならない書類は，次のとおりとす

る。 

 （１） 事業実績（別記様式第６号別添） 

 （２） 施設設置等にあっては出来高設計書 

（３） 財産管理台帳の写し 

（４） 国の共済制度や民間の保険等への加入状況が分かる書類の写し 

 （５） その他知事が必要と認める書類 

 

（交付金の交付方法） 

第８ 交付金の交付は，規則第１３条に規定する交付金の額の確定後に交付するものとする。ただし，知事は，

事業の遂行上必要と認めるときは，規則第１５条ただし書の規定により概算払により交付することができるも

のとし，その請求書の様式は，別記様式第７号によるものとする。 

 

第９～第 10  略 

 

（消費税及び地方消費税仕入控除税額の確定に伴う交付金の返還） 

第 11 第４第２項ただし書の規定により交付金の交付申請をした者は，第７第１項の交付金事業実績報告書を提

出した後において，当該交付金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が確定した場合には，その金額（第４

第２項の規定により減額した場合にあっては，その金額が減じた額を上回る部分の金額）を別記様式第８号によ

り速やかに知事に報告するとともに，知事の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。また，当該交付

金における仕入れに係る消費税等相当額が明らかにならない場合又はない場合であっても，その状況等について，

当該交付金の額の確定のあった日の翌年５月３１日までに，同様式により知事に報告しなければならない。 

 

（額の再確定） 

第 12 額の確定通知を受けた後において，交付事業等に対し，違約金，返還金，保険料その他の交付金に代わる

収入があったこと等により交付事業等に要した経費を減額すべき事情がある場合には，当該経費を減じて作成

した実績報告書を規則第１２条に準じて知事に提出し，知事の返還命令を受けてこれを返還しなければならな

第５ 規則第５条の規定により付する条件は，次のとおりとする。 

（１） 交付事業の内容の変更又は交付事業に要する経費の配分の変更をする場合においては，別記様式第２

号により知事の承認を受けること。ただし，別表の重要な変更の欄に掲げる以外の軽微な変更にあっ

ては，この限りでない。 

（２） 事業を中止し，又は廃止する場合においては，別記様式第３号により知事の承認を受けること。 

（３） 事業が予定期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には，＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

速やかに知事に報告してその指示を受けること。 

 

（事業遂行状況報告） 

第６ 規則第１０条の規定による報告は，交付金の交付決定のあった年度の１２月３１日現在において，別記様

式第４号により作成し，当該年度の１月１５日までに知事に提出しなければならない。ただし，別記様式第６

号（概算払請求）をもってこれにかえることができる。 

２ 知事が前項に定める時期のほか，交付金事業の円滑適正な執行を図るため必要があると認めるときは，事業

実施主体に対して当該交付金の遂行状況報告書を求めることができる。 

 

（実績報告） 

第７ 規則第１２条第１項の規定による交付金事業実績報告書の様式は，別記様式第５号によるものとする。 

２ 第４第２項ただし書の規定により交付金の交付申請をした者は，前項の補助事業実績報告書を提出するに当

たり，当該交付金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかになった場合は，これを当該交付金から

減額して報告しなければならない。 

３ 規則第１２条第１項の規定により交付金事業実績報告書に添付しなければならない書類は，次のとおりとす

る。 

 （１） 事業実績（別記様式第５号別添） 

 （２） 施設設置等にあっては出来高設計書 

（３） 財産管理台帳の写し 

（４） 国の共済制度や民間の保険等への加入状況が分かる書類の写し 

 （５） その他知事が必要と認める書類 

 

（交付金の交付方法） 

第８ 交付金の交付は，規則第１３条に規定する交付金の額の確定後に交付するものとする。ただし，知事は，

事業の遂行上必要と認めるときは，規則第１５条ただし書の規定により概算払により交付することができるも

のとし，その請求書の様式は，別記様式第６号によるものとする。 

 

第９～第 10  略 

 

（消費税及び地方消費税仕入控除税額の確定に伴う交付金の返還） 

第 11 第４第２項ただし書の規定により交付金の交付申請をした者は，第７第１項の交付金事業実績報告書を提

出した後において，当該交付金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が確定した場合には，その金額（第４

第２項の規定により減額した場合にあっては，その金額が減じた額を上回る部分の金額）を別記様式第７号によ

り速やかに知事に報告するとともに，知事の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。また，当該交付

金における仕入れに係る消費税等相当額が明らかにならない場合又はない場合であっても，その状況等について，

当該交付金の額の確定のあった日の翌年５月３１日までに，同様式により知事に報告しなければならない。 

 

（新設） 

 

 

 



い。 

 

（処分の制限を受ける財産） 

第 13 規則第２１条第２号及び同条第３号の規定により処分の制限を受ける財産は，１件当たりの取得価格が５

０万円以上の機械及び器具とする。 

 

（処分の制限を受ける期間及び内容） 

第 14 規則第２１条ただし書の規定により処分の制限を受ける期間は，「減価償却資産の耐用年数等に関する省

令」（昭和４０年大蔵省令第１５号。最終改正 平成２２年３月３１日付け財務省令第２０号。以下，「大蔵

省令」という。）に定める耐用年数に相当する期間とし，期間内に当初の交付目的に即した利用が期待し得な

いことが明らかになり，補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律(昭和３０年法律第１７９号)第２２

条に基づく財産処分として，当該施設等を当該交付金の交付の目的に反して使用し，譲渡し，交換し，貸し付

け，又は担保に供しようとするときは，「補助事業等により取得し，又は効用の増加した財産の処分等の承認

基準について」（平成２０年５月２３日付け２０経第３８５号農林水産省大臣官房経理課長通知。）の定める

ところにより，知事の承認を受けなければならない。ただし，牧草地及び飼料畑にあっては，「草地開発事業

等の受益地の転用に伴う補助金の返還措置について」（昭和４９年５月１０日付け４９畜Ｂ第６０３号農林事

務次官依命通達）の記の２の（１）に定める期間とする。 

 

（帳簿及び書類の備付け等） 

第 15 事業実施主体は，第 14の期間内において処分の制限を受ける財産の管理の状況を明らかにするため，別記

様式第１０号の財産管理台帳その他関係書類を整備保管しなければならない。 

 

 （書類の提出数及び経由） 

第 16 この要綱により知事に提出する書類は，事業を所轄する地方振興事務所長（以下「所長」という。）を経

由し，所長はその写しを保管するものとする。ただし，間接補助事業者以外にあっては，別に定めのない限り

直接知事に提出するものとする。 

  

（その他） 

第 17 この要綱に定めるもののほか，交付金の交付等に関し必要な事項は，別に定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（処分の制限を受ける財産） 

第 12 規則第２１条第２号及び同条第３号の規定により処分の制限を受ける財産は，１件当たりの取得価格が５

０万円以上の機械及び器具とする。 

 

（処分の制限を受ける期間及び内容） 

第 13 規則第２１条ただし書の規定により処分の制限を受ける期間は，「減価償却資産の耐用年数等に関する省

令」（昭和４０年大蔵省令第１５号。最終改正 平成２２年３月３１日付け財務省令第２０号。以下，「大蔵

省令」という。）に定める耐用年数に相当する期間とし，期間内に当初の交付目的に即した利用が期待し得な

いことが明らかになり，補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律(昭和３０年法律第１７９号)第２２

条に基づく財産処分として，当該施設等を当該交付金の交付の目的に反して使用し，譲渡し，交換し，貸し付

け，又は担保に供しようとするときは，「補助事業等により取得し，又は効用の増加した財産の処分等の承認

基準について」（平成２０年５月２３日付け２０経第３８５号農林水産省大臣官房経理課長通知。）の定める

ところにより，知事の承認を受けなければならない。ただし，牧草地及び飼料畑にあっては，「草地開発事業

等の受益地の転用に伴う補助金の返還措置について」（昭和４９年５月１０日付け４９畜Ｂ第６０３号農林事

務次官依命通達）の記の２の（１）に定める期間とする。 

 

（帳簿及び書類の備付け等） 

第 14 事業実施主体は，第 13の期間内において処分の制限を受ける財産の管理の状況を明らかにするため，別記

様式第９号の財産管理台帳その他関係書類を整備保管しなければならない。 

 

 （書類の提出数及び経由） 

第 15 この要綱により知事に提出する書類は，事業を所轄する地方振興事務所長（以下「所長」という。）を経

由し，所長はその写しを保管するものとする。ただし，間接補助事業者以外にあっては，別に定めのない限り

直接知事に提出するものとする。 

  

（その他） 

第 16 この要綱に定めるもののほか，交付金の交付等に関し必要な事項は，別に定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表 

区  分 経  費 交 付 率 

重 要 な 変 更 

経費の配分の変更 事業の内容の変更 

農業・食品産

業強化対策整

備交付金 

（農産物等輸

出拡大施設整

備事業） 

 

 

1  農産物の

輸出拡大に

向けた産地

基幹施設の

整備 

 

 

 

 

 

2  農産物等

の輸出拡大

に向けた卸

売市場施設

等の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 事業費 

(1) 農産物の輸出拡大に向け

た産地基幹施設の整備 

国＿＿要綱に基づいて行う

事業に要する経費 

 

 

(2) 農産物等の輸出拡大に向

けた卸売市場施設等の整備 

 国＿＿要綱及び卸売市場法

第 16 条第 1 項に基づいて行

う事業に要する経費 

 

 

 

2 附帯事務費 

1 の経費にかかる事業の実

施に関し，事業実施計画の承

認及び事業の推進に必要な

事務並びに指導監督及び調

査検討を行うのに要する経

費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定額 

(事業費の 1/2

以内) 

 

 

 

定額 

( 事 業 費 の

4/10，1/3 以

内) 

 

 

 

 

定額 

(事業費の 1/2

以内) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 卸売市場法第 16

条第 1 項に基づく

法律補助として交

付決定された額と

それ以外の相互間

における流用 

 

2 交付金の交付決

定を受けたものの

交付額の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 事業の新設又は

廃止 

2 事業実施主体の

変更 

  

別記様式第１号～第３号 略 

別表 

区  分 経  費 交 付 率 

重 要 な 変 更 

経費の配分の変更 事業の内容の変更 

農業・食品産

業強化対策整

備交付金 

（農産物等輸

出拡大施設整

備事業） 

 

 

1  農産物の

輸出拡大に

向けた産地

基幹施設の

整備 

 

 

 

 

 

2  農産物等

の輸出拡大

に向けた卸

売市場施設

等の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 事業費 

(1) 農産物の輸出拡大に向け

た産地基幹施設の整備 

国実施要綱に基づいて行う

事業に要する経費 

 

 

(2) 農産物等の輸出拡大に向

けた卸売市場施設等の整備 

 国実施要綱及び卸売市場法

第 16 条第 1 項に基づいて行

う事業に要する経費 

 

 

 

2 附帯事務費 

1 の経費にかかる事業の実

施に関し，事業実施計画の承

認及び事業の推進に必要な

事務並びに指導監督及び調

査検討を行うのに要する経

費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定額 

(事業費の 1/2

以内) 

 

 

 

定額 

( 事 業 費 の

4/10，1/3 以

内) 

 

 

 

 

定額 

(事業費の 1/2

以内) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 卸売市場法第 16

条第 1 項に基づく

法律補助として交

付決定された額と

それ以外の相互間

における流用 

 

2 交付金の交付決

定を受けたものの

交付額の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 事業の新設又は

廃止 

2 事業実施主体の

変更 

  

別記様式第１号～第３号 略 

 

 



別記様式第４号 

 

    年度農産物等輸出拡大施設整備事業交付金遅延届出書 

 

                             番     号   

                             年  月  日 

 

 宮城県知事          殿 

 

                                 申請者 

氏名又は名称 

及び代表者名                     

 

    年 月 日付け宮城県（＊＊）指令第  号で農産物等輸出拡大施設整備

事業交付金の交付決定（，    年 月 日付け宮城県（＊＊）指令第  号で農産

物等輸出拡大施設整備事業交付金変更交付決定）の通知のありました    年度農産

物等輸出拡大施設整備事業交付金による対策事業について，下記の理由により（予定の

期間内に完了しない／遂行が困難となった）ため，宮城県農産物等輸出拡大施設整備事

業交付金交付要綱第５の規定に基づき届け出ます。 

 

記 

１ 交付事業が（予定の期間内に完了しない／遂行が困難となった）理由 

 

２ 交付事業の遂行状況 

 

 

 

 

事 業 区 分 

 

 

 

 

 

 

総 事 業 費 

 

事 業 の  遂 行 状 況 

年 月 日までに 

完了したもの 

年 月 日以降に 

実施するもの 

 

事 業 費 

 

 

出来高比率 

 

 

事 業 費 

 

 

事業完了 

予定年月日 

 

 

 

円 

 

円 

 

％ 

 

円 

 

年 月 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 申請者が市町村以外の場合にあっては，申請者の欄に所在地，団体名，代表

者名を記入すること。 

   ２ 事業区分には，交付決定を受けているすべての対策事業名，事業種目名，事

業内容等を記入すること。 

   ３ 「事業費」の欄には，事業の出来高を金額に換算した額を記載すること。 

                 

（担当 ○○○）  
 

 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第５号 

 

    年度農産物等輸出拡大施設整備事業交付金遂行状況報告書 

 

                             番     号   

                             年  月  日 

 

 宮城県知事          殿 

 

                                 申請者 

氏名又は名称 

及び代表者名                     

 

    年 月 日付け宮城県（＊＊）指令第  号で農産物等輸出拡大施設整備

事業交付金の交付決定（，    年 月 日付け宮城県（＊＊）指令第  号で農産

物等輸出拡大施設整備事業交付金変更交付決定）の通知のありました    年度農産

物等輸出拡大施設整備事業交付金による対策事業の    年 月 日現在の事業実施

状況について，宮城県農産物等輸出拡大施設整備事業交付金交付要綱第６の規定により

下記のとおり報告します。 

 

  以 下  略   
別記様式第６号 

 

    年度農産物等輸出拡大施設整備事業交付金実績報告書 

 

 

                            番     号   

                            年  月  日 

 

 

 宮城県知事          殿 

 

 

 

                                 申請者 

氏名又は名称 

及び代表者名                     

 

 

    年 月 日付け宮城県（＊＊）指令第  号で農産物等輸出拡大施設整備事

業交付金の交付決定（，    年 月 日付け宮城県（＊＊）指令第  号で農産物

等輸出拡大施設整備事業交付金変更交付決定）の通知のありました    年度農産物

等輸出拡大施設整備事業交付金による対策事業を実施しましたので，補助金等交付規則

第１２条の規定により関係書類を添えて報告します。 

  

 以 下  略   
 

別記様式第４号 

 

    年度農産物等輸出拡大施設整備事業交付金遂行状況報告書 

 

                             番     号   

                             年  月  日 

 

 宮城県知事          殿 

 

                                 申請者 

氏名又は名称 

及び代表者名                     

 

    年 月 日付け宮城県（＊＊）指令第  号で農産物等輸出拡大施設整備

事業交付金の交付決定（，    年 月 日付け宮城県（＊＊）指令第  号で農産

物等輸出拡大施設整備事業交付金変更交付決定）の通知のありました    年度農産

物等輸出拡大施設整備事業交付金による対策事業の    年 月 日現在の事業実施

状況について，宮城県農産物等輸出拡大施設整備事業交付金交付要綱第６の規定により

下記のとおり報告します。 

 

以下 略  
別記様式第５号 

 

    年度農産物等輸出拡大施設整備事業交付金実績報告書 

 

 

                            番     号   

                            年  月  日 

 

 

 宮城県知事          殿 

 

 

 

                                 申請者 

氏名又は名称 

及び代表者名                     

 

 

    年 月 日付け宮城県（＊＊）指令第  号で農産物等輸出拡大施設整備事

業交付金の交付決定（，    年 月 日付け宮城県（＊＊）指令第  号で農産物

等輸出拡大施設整備事業交付金変更交付決定）の通知のありました    年度農産物

等輸出拡大施設整備事業交付金による対策事業を実施しましたので，補助金等交付規則

第１２条の規定により関係書類を添えて報告します。 

  

 以 下  略   
 



別記様式第７号 

 

    年度農産物等輸出拡大施設整備事業交付金概算払請求書 

 

 

                            番     号   

                            年  月  日 

 

 

 宮城県知事          殿 

 

 

                                 申請者 

氏名又は名称 

及び代表者名                   ＿ 

 

 

    年 月 日付け宮城県（＊＊）指令第  号で農産物等輸出拡大施設整備事

業交付金の交付決定（，    年 月 日付け宮城県（＊＊）指令第  号で農産物

等輸出拡大施設整備事業交付金変更交付決定）の通知のありました    年度農産物

等輸出拡大施設整備事業交付金による対策事業について，下記により金      円

を概算払によって交付されるよう請求します。 

 

 以 下  略   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第６号（１） 

 

    年度農産物等輸出拡大施設整備事業交付金概算払請求書 

 

 

                            番     号   

                            年  月  日 

 

 

 宮城県知事          殿 

 

 

                                 申請者 

氏名又は名称 

及び代表者名                   印 

 

 

    年 月 日付け宮城県（＊＊）指令第  号で農産物等輸出拡大施設整備事

業交付金の交付決定（，    年 月 日付け宮城県（＊＊）指令第  号で農産物

等輸出拡大施設整備事業交付金変更交付決定）の通知のありました    年度農産物

等輸出拡大施設整備事業交付金による対策事業について，下記により金      円

を概算払によって交付されるよう請求します。 

 

  以 下  略   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（廃止） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第６号（２） 

 

    年度農産物等輸出拡大施設整備事業交付金前金払請求書 

 

 

                            番     号   

                            年  月  日 

 

 

 宮城県知事          殿 

 

 

                              申請者 

氏名又は名称 

及び代表者名                印 

 

 

  年 月 日付け宮城県（＊＊）指令第  号で農産物等輸出拡大施設整備事業交

付金の交付決定（，    年 月 日付け宮城県（＊＊）指令第  号で農産物等輸

出拡大施設整備事業交付金変更交付決定）の通知のありました    年度農産物等輸

出拡大施設整備事業交付金による対策事業について，下記により金      円を前

金払によって交付されるよう請求します。 

 

                                    記 

 
事 業 区 分 

 

交 付 金 
交  付 
決 定 額 

 
既受領額 

 

月 日 
までの予定 

出来高 

今 回 
請求額 

 
残  額 

 

 

 

 

 

 

 

      円 

 

 

 

 

      円 

 

 

 

 

      ％ 

 

 

 

 

      円 

 

 

 

 

      円 

 

 

 

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 振込先 

  １ 口   座：○○銀行○○支店  普通・当座 口座番号○○○○○○○ 

  ２ 口座名義人：○○○○○○○○ 

  ３ 前金払（請求）理由： 

（注）１ 申請者が市町村以外の場合にあっては，申請者の欄に所在地，団体名，代表

者名を記入すること。 

   ２ 事業区分には，交付決定を受けているすべての対策事業名，事業種目名，事

業内容等を記入すること。 

                                                       （担当 ○○○）   

 

 



別記様式第８号 

 

    年度農産物等輸出拡大施設整備事業交付金の 

消費税及び地方消費税仕入控除税額報告書 

 

                            番     号   

                            年  月  日 

 

 

 宮城県知事         殿 

 

 

                              申請者 

氏名又は名称 

及び代表者名                     

 

 

    年 月 日付け宮城県（＊＊）指令第  号で農産物等輸出拡大施設整備事

業交付金の交付決定（，    年 月 日付け宮城県（＊＊）指令第  号で農産物

等輸出拡大施設整備事業交付金変更交付決定）の通知のありました    年度農産物

等輸出拡大施設整備事業交付金による対策事業について，宮城県農産物等輸出拡大施設

整備事業交付金交付要綱第１１の規定により，下記のとおり報告します。 

 

 以 下  略   
別記様式第９号 

 

    年度農産物等輸出拡大施設整備事業交付金の交付決定前着手届 

 

                            番     号   

                            年  月  日 

 

 

 

 宮城県知事         殿 

 

 

 

                                   申請者 

氏名又は名称 

及び代表者名                   

 

 

 農産物等輸出拡大施設整備事業交付金事業実施計画に基づく別添事業について，下記

条件を了承の上，交付決定前に着手したいので届出ます。 

 

 以 下  略   
 

別記様式第７号 

 

    年度農産物等輸出拡大施設整備事業交付金の 

消費税及び地方消費税仕入控除税額報告書 

 

                            番     号   

                            年  月  日 

 

 

 宮城県知事         殿 

 

 

                              申請者 

氏名又は名称 

及び代表者名                     

 

 

    年 月 日付け宮城県（＊＊）指令第  号で農産物等輸出拡大施設整備事

業交付金の交付決定（，    年 月 日付け宮城県（＊＊）指令第  号で農産物

等輸出拡大施設整備事業交付金変更交付決定）の通知のありました    年度農産物

等輸出拡大施設整備事業交付金による対策事業について，農業・食品産業強化対策整備

交付金交付要綱第１１の規定により，下記のとおり報告します。 

 

以下 略  
別記様式第８号 

 

    年度農産物等輸出拡大施設整備事業交付金の交付決定前着手届 

 

                            番     号   

                            年  月  日 

 

 

 

 宮城県知事         殿 

 

 

 

                                   申請者 

氏名又は名称 

及び代表者名                   

 

 

 農産物等輸出拡大施設整備事業交付金事業実施計画に基づく別添事業について，下記

条件を了承の上，交付決定前に着手したいので届出ます。 

   

  以 下  略   
 



別記様式第１０号

0

0

0

計 0 0 0 0 0

0

0

0

0

計 0 0 0 0 0

合計 0 0 0 0 0

財産管理台帳

事業の内容
区
分 メニュー

事業実施
主体

工種構造
又は

施設区分

地区名　　　　　　　　　　　　　　地区 事業実施年度

工期

　　　　　年度

交付金
都道府県

費

施工箇所
または
設置場所

事業量
着工
年月日

しゅん功
年月日 その他

負担区分
経費の配分（円）

農林水産省所管交付金事業名

耐用
年数

総事業費

事業実施主体名

備
考

処　　分
制　　限
年月日

処分制限期間

承認
年月日

処分の
内容

処分の状況

市町村費

（注）

１ 処分制限年月日欄には処分制限の終期を記入すること。

２ 処分の内容欄には，譲渡，交換，貸付け，担保提供等別に記入すること。

３ 備考欄には譲渡先，交換先，貸付先，抵当権の設定権者の名称又は交付金返還額を記入すること。

４ この書式により難い場合には，処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に変えることができる。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第９号

0

0

0

計 0 0 0 0 0

0

0

0

0

計 0 0 0 0 0

合計 0 0 0 0 0

財産管理台帳

事業の内容
区
分 メニュー

事業実施
主体

工種構造
又は

施設区分

地区名　　　　　　　　　　　　　　地区 事業実施年度

工期

　　　　　年度

交付金
都道府県

費

施工箇所
または
設置場所

事業量
着工
年月日

しゅん功
年月日 その他

負担区分
経費の配分（円）

農林水産省所管交付金事業名

耐用
年数

総事業費

事業実施主体名

備
考

処　　分
制　　限
年月日

処分制限期間

承認
年月日

処分の
内容

処分の状況

市町村費

（注）

１ 処分制限年月日欄には処分制限の終期を記入すること。

２ 処分の内容欄には，譲渡，交換，貸付け，担保提供等別に記入すること。

３ 備考欄には譲渡先，交換先，貸付先，抵当権の設定権者の名称又は交付金返還額を記入すること。

４ この書式により難い場合には，処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に変えることができる。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第１号別添１（別記様式第２号別添，別記様式第３号別添） 【　事業計画　】

１　事業の目的(変更理由又は中止（廃止）理由）

２　事業区分及び収支予算等 単位：円

【２　事業区分及び内容等の留意事項及び記載の仕方】

1

2

3
4

5

３　融資関連（どちらかをチェックし，有りの場合，下記に必要事項を記入）

融資該当有り（交付金対象物件を担保に供し，自己資金の全部又は一部について融資を受ける）

融資該当無し（交付金対象物件を担保に供し，自己資金の全部又は一部について融資を受けない）

４　事業着手（予定）日及び完了予定年月日
（１）事業着手（予定）日
（２）事業完了予定日

５　添付資料
（１）実施設計書
（２）市町村にあっては，交付金の交付に関する規則等
（３）暴力団排除に関する誓約書（別記様式第１号別添２）
（４）納税証明書（全ての県税）
（５）その他

償還年数(年)

○○金融公庫 ○○○資金

区分

○○○，○○○ ○年

総事業費
交付対象
事業費

消費税
関連

その他
事業概要

　消費税関連欄には，事業実施主体ごと，消費税及び地方消費税仕入控除税額について，これを減額した場合には「除税額○○○円　うち国費○○○円」
と，同税額がない場合には「該当なし」と，同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入するとともに，同税額を減額した場合には計及び合計の
欄の備考の欄に合計額（「除税額○○○円　うち国費○○○円」）を記入すること。

　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

交付金の交付を受けて整備する物件を担保に供し,金融機関から融資を受ける場合の融資の内容

融資名

別記様式第３号に添付するときは，「１　事業の目的」を「２　事業の中止（廃止理由）」とすること。また，「事業概要」「総事業費」「負担区分」等に変更があっ
た場合において，容易に比較対照できるように，変更部分を二段書きとし，変更前を括弧書きで上段に記入すること。

金融機関名

　別記様式第２号に添付するときは，「１　事業の目的」を「１　事業の目的及び変更内容」とすること。また，「事業概要」「総事業費」「負担区分」等に変更が
あった場合において，容易に比較対照できるように，変更部分を二段書きとし，変更前を括弧書きで上段に記入すること。

区分
負担区分 交付

率
備考

国交付金 市町村費 その他都道府県費

事 業 費 合 計Ａ（①＋②）

附帯事務費　合計Ｂ（①’＋②）合　　計

農
業
・
食
品
産
業
強
化
対
策
整
備
交
付
金

総　　　　　計　　　A＋B

　交付決定前に着手した場合は，備考欄に着手年月日及び交付決定前着手届の文書番号を記入すること。

融資を受けた
金額(円)

　「事業概要」「総事業費」「負担区分」等の欄は，事業実施主体ごとに記入すること。交付率が複数ある場合は，交付率ごとに区分して記入し，交付率を備考
欄に記入すること。

年 月 日　　
　　 年 月 日

事業実施主体 事業概要

農産物等の輸出拡大に向けた卸売市場施設等の整備　　合計②

附帯事務費　合計①’

農産物の輸出拡大に向けた産地基幹施設の整備　　合計①

附帯事務費　合計②’

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第１号別添１（別記様式第２号別添，別記様式第３号別添） 【　事業計画　】

１　事業の目的(変更理由又は中止（廃止）理由）

２　事業区分及び収支予算等 単位：円

【２　事業区分及び内容等の留意事項及び記載の仕方】

1

2

3
4

5

３　融資関連（どちらかをチェックし，有りの場合，下記に必要事項を記入）

融資該当有り（交付金対象物件を担保に供し，自己資金の全部又は一部について融資を受ける）

融資該当無し（交付金対象物件を担保に供し，自己資金の全部又は一部について融資を受けない）

４　事業着手（予定）日及び完了予定年月日
（１）事業着手（予定）日
（２）事業完了予定日

５　添付資料
（１）実施設計書
（２）市町村にあっては，交付金の交付に関する規則等
（３）暴力団排除に関する誓約書（別記様式第１号別添２）
（４）納税証明書（全ての県税）
（５）その他

償還年数(年)

○○金融公庫 ○○○資金

区分

○○○，○○○ ○年

総事業費
交付対象
事業費

消費税
関連

その他
事業概要

　消費税関連欄には，事業実施主体ごと，消費税及び地方消費税仕入控除税額について，これを減額した場合には「除税額○○○円　うち国費○○○円」
と，同税額がない場合には「該当なし」と，同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入するとともに，同税額を減額した場合には計及び合計の
欄の備考の欄に合計額（「除税額○○○円　うち国費○○○円」）を記入すること。

　農産物等の輸出拡大に向けた卸売市場施設等の整備を目的とする取組にあっては，成果目標の妥当性の協議の際における農産物等輸出拡大施設整備
事業実施要領（平成28年1月20日付27食産第4823号農林水産省食料産業局長，27生産第2395号農林水産省生産局長，27政統第492号農林水産省政策統
括官通知）Ⅱの第３の２の「施設の整備規模」に定める整備規模，必要規模及びその算定根拠並びに整備規模が必要規模を超える場合の合理的な理由に
事業実施計画から変更がある場合は「備考」の欄に記入すること。なお，必要に応じて，別葉にて提出して構わない。

交付金の交付を受けて整備する物件を担保に供し,金融機関から融資を受ける場合の融資の内容

融資名

別記様式第３号に添付するときは，「１　事業の目的」を「２　事業の中止（廃止理由）」とすること。また，「事業概要」「総事業費」「負担区分」等に変更があっ
た場合において，容易に比較対照できるように，変更部分を二段書きとし，変更前を括弧書きで上段に記入すること。

金融機関名

　別記様式第２号に添付するときは，「１　事業の目的」を「１　事業の目的及び変更内容」とすること。また，「事業概要」「総事業費」「負担区分」等に変更が
あった場合において，容易に比較対照できるように，変更部分を二段書きとし，変更前を括弧書きで上段に記入すること。

区分
負担区分 交付

率
備考

国交付金 市町村費 その他都道府県費

事 業 費 合 計Ａ（①＋②）

附帯事務費　合計Ｂ（①’＋②）合　　計

農
業
・
食
品
産
業
強
化
対
策
整
備
交
付
金

総　　　　　計　　　A＋B

　交付決定前に着手した場合は，備考欄に着手年月日及び交付決定前着手届の文書番号を記入すること。

融資を受けた
金額(円)

　「事業概要」「総事業費」「負担区分」等の欄は，事業実施主体ごとに記入すること。交付率が複数ある場合は，交付率ごとに区分して記入し，交付率を備考
欄に記入すること。

年 月 日　　
　　 年 月 日

事業実施主体 事業概要

農産物等の輸出拡大に向けた卸売市場施設等の整備　　合計②

附帯事務費　合計①’

農産物の輸出拡大に向けた産地基幹施設の整備　　合計①

附帯事務費　合計②’

 

 

 

 

 

 

 

 

 



附 則 

１ この改正は，令和４年１２月７日から施行する。 

２ この通知前による改正前までに実施している事業については，なお従前の例による。 

別記様式第６号別添 【　事業実績　】

１　事業の成果

２　事業区分及び収支予算等 単位：円

【２　事業区分及び内容等の留意事項及び記載の仕方】

1

2

3

３　融資関連（どちらかをチェックし，有りの場合，下記に必要事項を記入）

融資該当有り（交付金対象物件を担保に供し，自己資金の全部又は一部について融資を受ける）

融資該当無し（交付金対象物件を担保に供し，自己資金の全部又は一部について融資を受けない）

４　事業着手（予定）日及び完了予定年月日
（１）事業着手（予定）日
（２）事業完了予定日

５　添付資料
（１）出来高設計書
（２）財産管理台帳の写し
（３）国の共済制度又は民間の保険等の加入状況が分かる書類の写し
（４）その他

区分 事業実施主体 事業概要 総事業費
交付対象
事業費

負担区分 消費税
関連

交付
率

備考
国交付金 都道府県費 市町村費 その他

農
業
・
食
品
産
業
強
化
整
備
事
業

農産物の輸出拡大に向けた産地基幹施設の整備　　合計①

附帯事務費　合計①’

農産物等の輸出拡大に向けた卸売市場施設等の整備　　合計②

附帯事務費　合計②’

合　　計

事 業 費 合 計Ａ（①＋②）

附帯事務費　合計Ｂ（①’＋②）

総　　　　　計　　　A＋B

　「事業概要」「総事業費」「負担区分」等の欄は，事業実施主体ごとに記入すること。交付率が複数ある場合は，交付率ごとに区分して記入し，交付率を備考
欄に記入すること。
　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
　消費税関連欄には，事業実施主体ごと，消費税及び地方消費税仕入控除税額について，これを減額した場合には「除税額○○○円　うち国費○○○円」
と，同税額がない場合には「該当なし」と，同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入するとともに，同税額を減額した場合には計及び合計の
欄の備考の欄に合計額（「除税額○○○円　うち国費○○○円」）を記入すること。
　交付決定前に着手した場合は，備考欄に着手年月日及び交付決定前着手届の文書番号を記入すること。

区分 事業概要
交付金の交付を受けて整備する物件を担保に供し,金融機関から融資を受ける場合の融資の内容

金融機関名 融資名
融資を受けた
金額(円)

償還年数(年) その他

○○金融公庫 ○○○資金 ○○○，○○○

月

○年

日
日

　　
　　 年 月

年

 
 

別記様式第１号別添２ 略 

 

 

別記様式第５号別添 【　事業実績　】

１　事業の成果

２　事業区分及び収支予算等 単位：円

【２　事業区分及び内容等の留意事項及び記載の仕方】

1

2

3

３　融資関連（どちらかをチェックし，有りの場合，下記に必要事項を記入）

融資該当有り（交付金対象物件を担保に供し，自己資金の全部又は一部について融資を受ける）

融資該当無し（交付金対象物件を担保に供し，自己資金の全部又は一部について融資を受けない）

４　事業着手（予定）日及び完了予定年月日
（１）事業着手（予定）日
（２）事業完了予定日

５　添付資料
（１）出来高設計書
（２）財産管理台帳の写し
（３）国の共済制度又は民間の保険等の加入状況が分かる書類の写し
（４）その他

区分 事業実施主体 事業概要 総事業費
交付対象
事業費

負担区分 消費税
関連

交付
率

備考
国交付金 都道府県費 市町村費 その他

農
業
・
食
品
産
業
強
化
整
備
事
業

農産物の輸出拡大に向けた産地基幹施設の整備　　合計①

附帯事務費　合計①’

農産物等の輸出拡大に向けた卸売市場施設等の整備　　合計②

附帯事務費　合計②’

合　　計

事 業 費 合 計Ａ（①＋②）

附帯事務費　合計Ｂ（①’＋②）

総　　　　　計　　　A＋B

　「事業概要」「総事業費」「負担区分」等の欄は，事業実施主体ごとに記入すること。交付率が複数ある場合は，交付率ごとに区分して記入し，交付率を備考
欄に記入すること。
　農産物等の輸出拡大に向けた卸売市場施設等の整備を目的とする取組にあっては，成果目標の妥当性の協議の際における農産物等輸出拡大施設整備
事業実施要領（平成28年1月20日付27食産第4823号農林水産省食料産業局長，27生産第2395号農林水産省生産局長，27政統第492号農林水産省政策統
括官通知）Ⅱの第３の２の「施設の整備規模」に定める整備規模，必要規模及びその算定根拠並びに整備規模が必要規模を超える場合の合理的な理由に
事業実施計画から変更がある場合は「備考」の欄に記入すること。なお，必要に応じて，別葉にて提出して構わない。
　消費税関連欄には，事業実施主体ごと，消費税及び地方消費税仕入控除税額について，これを減額した場合には「除税額○○○円　うち国費○○○円」
と，同税額がない場合には「該当なし」と，同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入するとともに，同税額を減額した場合には計及び合計の
欄の備考の欄に合計額（「除税額○○○円　うち国費○○○円」）を記入すること。
　交付決定前に着手した場合は，備考欄に着手年月日及び交付決定前着手届の文書番号を記入すること。

区分 事業概要
交付金の交付を受けて整備する物件を担保に供し,金融機関から融資を受ける場合の融資の内容

金融機関名 融資名
融資を受けた
金額(円)

償還年数(年) その他

○○金融公庫 ○○○資金 ○○○，○○○

月

○年

日
日

　　
　　 年 月

年

 
 

別記様式第１号別添２ 略 


